
市 民 病 院 事 業 特 別 会 計



議案第　２０　号

（総　則）

第１条　令和７年度国東市民病院事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　⑴　業務量

イ　病床数 １９９ 床

　　　　　　　一般病床 ９４ 床

　　　　　　　地域包括ケア病床 ５１ 床

　　　　　　　回復期型病床 ５０ 床

　　　　　　　感染症病床 ４ 床

ロ　年間延患者数

　　　　　　　入院患者数 ６０,２２５ 人

　　　　　　　外来患者数 ６０,９８４ 人

ハ　１日平均患者数

　　　　　　　入院患者数 １６５ 人

　　　　　　　外来患者数 ２５２ 人

　⑵　建設改良事業の概要

イ　建物建設費 ５７,２００ 千円

ロ　器械備品購入費 １０８,７０２ 千円

ハ　車両購入費 ２,２３０ 千円

ニ　システム開発費 １８,０４０ 千円

令和７年度　国東市民病院事業特別会計予算
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（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　入

　第１款　病院事業収益 ４,１８３,５００ 千円

　　第１項　医業収益 ３,６５９,７５４ 千円

　　第２項　医業外収益 ３９５,８４３ 千円

　　第３項　付帯事業訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ収益 ６１,７００ 千円

　　第４項　付帯事業居宅介護保険ｾﾝﾀｰ収益 ３,３００ 千円

　　第５項　特別利益 ６２,９０３ 千円

　　　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　出

　第１款　病院事業費用 ４,５３６,８９４ 千円

　　第１項　医業費用 ４,４０３,０９１ 千円

　　第２項　医業外費用 ４４,５７３ 千円

　　第３項　付帯事業訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ費用 ６８,９８０ 千円

　　第４項　付帯事業居宅介護保険ｾﾝﾀｰ費用 １０,２５０ 千円

　　第６項　予備費 １０,０００ 千円

（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額２４０，４９０千円は

　過年度分損益勘定留保資金２０２，８４３千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１６，９２５千円、建設改良

　積立金２０，７２２千円で補てんするものとする。）。

　　　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　入

　第１款　資本的収入 １６５,４５０ 千円

　　第１項　企業債 １６２,７００ 千円

　　第４項　他会計補助金 ２,７５０ 千円

　　　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　出

　第１款　資本的支出 ４０５,９４０ 千円

　　第１項　建設改良費 １８６,１７２ 千円

　　第２項　企業債償還金 １９６,４０８ 千円

　　第３項　投資 ３,３６０ 千円

　　第４項　予備費 ２０,０００ 千円
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（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

限　度　額 起債の方法 利　　　率 償還の方法

８１,４００千円

８１,３００千円

（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、１，０００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　⑴　各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に

　流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　⑴　職員給与費 ２,７５４,５４０ 千円

　⑵　交際費 １,０００ 千円

（他会計からの補助金）

第９条　病院運営助成及び施設整備のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、３６，７００千円である。

（たな卸資産購入限度額）

第１０条　たな卸資産の購入限度額は、６７７，９００千円と定める。

起債の目的

　病院事業債
　　　医療機器購入事業

証書借入

　　５．０％以内

(ただし、利率見直し
方式で借り入れるも
のについては、利率
見直し後の利率)

借入先の貸付条件に
よる。ただし、財政
上の都合等により据
置期間及び償還期限
を短縮し、または繰
上償還もしくは低利
に借り換えることが
できる。

　過疎対策事業債
　　　医療機器購入事業
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（重要な資産の取得及び処分）

第１１条　重要な資産の取得は、次のとおりとする。

　１　取得する資産

数　　　量

一式

一式

一式

一式

一式

一式

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和７年　２月２６日　　提　　出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国東市長　　松　井　督　治

種　　　類 名　　　称

器械備品 グリコヘモグロビン分析装置

器械備品

器械備品

腹腔鏡システム

セントラルモニター

建物 ナースコール設備更新工事

器械備品 採血管・尿カップ準備装置

建物 LED照明改修工事
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予算に関する説明書

１ 令和７年度　国東市民病院事業特別会計予算実施計画 ・・・・・・・・・・・・・・・・ ５ 頁

２ 令和７年度　国東市民病院事業特別会計予定キャッシュ・フロー計算書 ・・・・・・・・ ８ 頁

３ 給与費明細書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０ 頁

４ 債務負担行為に関する調書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １４ 頁

５ 令和７年度　国東市民病院事業特別会計予定貸借対照表 ・・・・・・・・・・・・・・・ １５ 頁

６ 令和６年度　国東市民病院事業特別会計予定損益計算書 ・・・・・・・・・・・・・・・ １８ 頁

７ 令和６年度　国東市民病院事業特別会計予定貸借対照表 ・・・・・・・・・・・・・・・ ２０ 頁

８ 注記 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２３ 頁

参考資料

１ 令和７年度　国東市民病院事業特別会計予算実施計画明細書 ・・・・・・・・・・・・・ ２５ 頁



(単位：千円)

予定額 備　考

1 病院事業収益 4,183,500

1 医業収益 3,659,754

1 入院収益 2,786,045

2 外来収益 727,909

3 その他医業収益 145,800

2 医業外収益 395,843

1 受取利息及び配当金 3,596

2 他会計負担金 153,317

3 国（県）補助金 4,746

4 他会計補助金 33,950

5 長期前受金戻入 72,839

6 資本費繰入収益 116,785

8 その他医業外収益 10,610

3 付帯事業 61,700

訪問看護ステーション収益 1 訪問看護収益 61,000

2 その他事業収益 700

4 付帯事業 3,300

居宅介護保険センター収益　 1 居宅介護支援収益 3,300

5 特別利益 62,903

2 過年度損益修正益 62,903

令和７年度　国東市民病院事業特別会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　　入

款 項 目

- 5 -

- 5 -



(単位：千円)

予定額 備　考

1 病院事業費用 4,536,894

1 医業費用 4,403,091

1 給与費 2,675,310

2 材料費 672,200

3 経費 826,190

4 減価償却費 217,821

5 資産減耗費 400

6 研究研修費 11,170

2 医業外費用 44,573

1 支払利息及び企業債取扱諸費 15,648

5 消費税 12,000

6 雑支出 16,925

3 付帯事業 68,980

訪問看護ステーション費用 1 給与費 68,980

4 付帯事業 10,250

居宅介護保険センター費用　 1 給与費 10,250

6 予備費 10,000

1 予備費 10,000

支　　　出

款 項 目
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(単位：千円)

予定額 備　考

1 資本的収入 165,450

1 企業債 162,700

1 企業債 162,700

4 他会計補助金 2,750

1 他会計補助金 2,750

(単位：千円)

予定額 備　考

1 資本的支出 405,940

1 建設改良費 186,172

1 建物建設費 57,200

2 器械備品購入費 108,702

3 車両購入費 2,230

4 システム開発費 18,040

2 企業債償還金 196,408

1 企業債償還金 196,408

3 投資 3,360

1 長期貸付金 3,360

4 予備費 20,000

1 予備費 20,000

収　　　入

資本的収入及び支出

款 項 目

支　　　出

款 項 目
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(単位：千円)

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（または損失） △ 353,394

減価償却費 217,821

退職給付引当金の増減額（△は減少） △ 62,903

賞与引当金の増減額（△は減少） 8,370

長期前受金戻入額 △ 72,839

資本費繰入収益額 △ 116,785

受取利息及び配当金 △ 3,596

支払利息及び企業債取扱諸費 15,648

未収金の増減額（△は増加） 10,500

未払金の増減額（△は減少） 40,242

未払消費税の増減額（△は減少） 0

たな卸資産の増減額（△は増加） △ 5,000

その他流動負債の増減額（△は減少） 0

小計 △ 321,936

利息及び配当金の受取額 3,596

利息及び企業債取扱諸費の支払額 △ 15,648

業務活動によるキャッシュ・フロー △ 333,988

令和７年度　国東市民病院事業特別会計予定キャッシュ・フロー計算書　(間接法)

(令和7年4月1日から令和8年3月31日まで)
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(単位：千円)

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 152,847

無形固定資産の取得による支出 △ 16,400

国庫補助金等による収入（長期前受金） 2,750

一般会計からの繰入金による収入（資本費繰入収益） 116,785

定期預金解約による収入 0

長期運用委託金の減額による収入 589,940

長期貸付金の貸付による支出 △ 3,360

長期貸付金の返還による収入 0

投資活動によるキャッシュ・フロー 536,868

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 162,700

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 196,408

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 33,708

資金増加額（又は減少額） 169,172

資金期首残高 185,075

資金期末残高 354,247
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１　総括

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当
(人) (人) (千円) (千円) (千円)

1 275
(62)

1 291
(61)
△ 16

(1)

法定福利費等については、退職手当組合負担金を含む
(　　　)内は、短時間勤務職員について外書

区 分
扶養手当

　　　(千円)
住居手当

　　　(千円)
通勤手当
　　(千円)

 時間外勤務
手当 (千円)

児童手当
　　(千円)

管理職手当
　　(千円)

期末勤勉手当
　　(千円)

宿日直手当
　　(千円)

特殊勤務手当
　　　(千円)

夜間勤務手当
　　　(千円)

本年度 25,340 10,950 40,160 64,190 22,390 14,760 495,650 17,400 144,260 14,800
前年度 24,240 11,570 40,670 81,200 18,400 15,000 475,660 16,240 147,010 15,610

比　較 1,100 △ 620 △ 510 △ 17,010 3,990 △ 240 19,990 1,160 △ 2,750 △ 810

区 分
その他手当
　　　(千円)

本年度 21,670
前年度 18,210

比　較 3,460

ア　会計年度任用職員以外の職員

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当
(人) (人) (千円) (千円) (千円)

1 261
(7)

1 275
(5)

△ 14

(2)

法定福利費等については、退職手当組合負担金を含む
(　　　)内は、再任用短時間勤務職員について外書

区 分
扶養手当

　　　(千円)
住居手当

　　　(千円)
通勤手当
　　(千円)

 時間外勤務
手当 (千円)

児童手当
　　(千円)

管理職手当
　　(千円)

期末勤勉手当
　　(千円)

宿日直手当
　　(千円)

特殊勤務手当
　　　(千円)

夜間勤務手当
　　　(千円)

本年度 25,340 10,950 34,670 59,500 21,650 14,760 457,930 17,400 138,400 13,420
前年度 24,240 11,570 35,140 75,910 18,020 15,000 447,810 16,240 141,460 14,450

比　較 1,100 △ 620 △ 470 △ 16,410 3,630 △ 240 10,120 1,160 △ 3,060 △ 1,030

区 分
その他手当
　　　(千円)

本年度 21,670
前年度 18,210

比　較 3,460

手当の
内　訳

2,533,040

比　較 △ 10,800 △ 9,350 △ 2,360 △ 22,510 10,670 △ 11,840

前年度 94,800 1,115,270 818,050 2,028,120 504,920

(千円)

本年度 84,000 1,105,920 815,690 2,005,610 515,590 2,521,200

△ 2,030

手当の
内　訳

区　分
職　員　数 給　与　費

法定福利費等 合　計
計

(千円) (千円)

比　較 △ 10,800 △ 8,820 7,760 △ 11,860 9,830

2,754,540

前年度 94,800 1,252,380 863,810 2,210,990 545,580 2,756,570

本年度 84,000 1,243,560 871,570 2,199,130 555,410

給　与　費　明　細　書

区　分
職　員　数 給　与　費

法定福利費等 合　計
計

(千円) (千円) (千円)
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イ　会計年度任用職員

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当
(人) (人) (千円) (千円) (千円)

14
(55)
16

(56)
△ 2

(△ 1)

法定福利費等については、退職手当組合負担金を含む
(　　)内は、会計年度任用職員の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に

比し短い職員について外書

区 分
扶養手当

　　　(千円)
住居手当

　　　(千円)
通勤手当
　　(千円)

 時間外勤務
手当 (千円)

児童手当
　　(千円)

管理職手当
　　(千円)

期末勤勉手当
　　(千円)

宿日直手当
　　(千円)

特殊勤務手当
　　　(千円)

夜間勤務手当
　　　(千円)

本年度 5,490 4,690 740 37,720 5,860 1,380
前年度 5,530 5,290 380 27,850 5,550 1,160

比　較 △ 40 △ 600 360 9,870 310 220

区 分
その他手当
　　　(千円)

本年度
前年度

比　較

２　給料及び手当の増減額の明細

36,000
15,000

△ 59,820

25,890

△ 18,130

３　給料及び手当の状況

　(1) 職員１人当り給与

医師 医療技術員 看護師 行政職 技能労務職
663,486 297,527 325,346 332,047 240,160

1,186,963 337,324 397,214 383,394 276,121
44.8 35.5 40.7 42.2 41.3

654,505 293,659 323,671 328,107 265,856
1,234,421 338,085 396,767 387,740 301,168

42.8 34.8 40.2 41.2 42.8

　(2) 初任給

医師 医療技術員 看護師 行政職 技能労務職
医療職（1） 医療職（2） 医療職（3） 行政職（1） 行政職（2） 一般行政職(円) 技能労務職(円)

高校卒 195,200 193,200 194,500 194,500
2年生卒 223,500 252,200 211,400 205,800 210,600 210,600
3年生卒 227,500 256,400 217,600 211,800 216,800 216,800

大学卒 546,500 233,000 261,500 226,400 217,400 225,600 225,600

区　分

令和7年1月1日現在
　平均給料月額　(円)
  平均給与月額　(円)
  平 均 年 齢   (歳)

令和6年1月1日現在

  平均給料月額　(円)
  平均給与月額　(円)

  平 均 年 齢   (歳)

①看護師△5名、医療技術△3名、
事務+1名、技能労務△4名、会計年
度△3名　計△15名　△48,970千円
②+10,850千円

手　当 7,760

制度改正に伴う増減分
①給与改定による期末勤勉手当の増
②児童手当の改正（R6.10～）

①賞与4.5月→4.6月　+21,900
千円
②+3,990千円

そ の 他 の 増 減 分
①時間外勤務手当の減（医師の働き改革に伴う業務改善による時
間外勤務の減　等）
②会計年度任用職員の勤勉手当の支給

①△17,010千円
②+9,870千円

給　料 △ 8,820

給与改定に伴う増減分
昇 給 に 伴 う 増 加 分

そ の 他 の 増 減 分

①職員数の変動による増減分
②会計年度任用職員の給与改定及び職員数の変動

9,810

手当の
内　訳

区　分
増減額 増減事由別内訳

説　明 備　考
(千円) (千円)

比　較 530 10,120 10,650 △ 840

233,340

前年度 137,110 45,760 182,870 40,660 223,530

本年度 137,640 55,880 193,520 39,820

区　分
職　員　数 給　与　費

法定福利費等 合　計
計

(千円) (千円) (千円)

一般会計の制度
区　分
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　(3) 級別職員数        

級 職員数(人) 構成比(％) 職員数(人) 構成比(％) 職員数(人) 構成比(％) 職員数(人) 構成比(％) 職員数(人) 構成比(％)
７  級 2 2.1 4 12.9
６  級 2 2.1 2 1.9 1 3.2
５  級 13 13.6 6 5.7 5 16.1
４  級 3 14.3 26 27.1 53 50.5 9 29 5 50
３  級 11 52.4 （1）23 （100）23.9 （4）23 （100）21.9 6 19.4 1 10
２  級 17 17.7 21 20 6 19.4 1 10
１  級 7 33.3 13 13.5 3 30
計 21 100 （1）96 （100）100 （4）105 （100）100 31 100 10 100

７  級 2 2.1 4 12.9
６  級 2 2.1 1 0.9 1 3.2
５  級 13 13.8 8 7.5 4 12.9
４  級 3 15 23 24.5 51 47.7 10 32.3 5 55.6
３  級 9 45 (1)21 (100)22.4 (3)20 (100)18.7 5 16.1 1 11.1
２  級 2 10 15 16 27 25.2 7 22.6 1 11.1
１  級 6 30 18 19.1 2 22.2

計 20 100 (1)94 (100)100 (3)107 (100)100 31 100 9 100
(　　)内は、再任用短時間勤務職員で外数

　(級別の基準となる職務)
区　分 １ 級 ７ 級

医師

医療技師 薬局総括師長

総括技師
（技士）長

副診療技術部長

准看護師

行政職（1） 主事 事務長、課長

行政職（2）
定期的な業務を
行う技能労務職
員

　(4) 昇給

合　計 医師 医療技術員 看護師 行政職 技能労務職
261 21 96 104 30 10
236 21 92 90 26 7
7 4 1 1 1
8 8

221 9 91 89 26 6

90.4 100.0 95.8 86.5 86.7 70.0
258 20 94 105 30 9
238 20 92 93 26 7
6 2 2 2
8 8

224 10 92 91 26 5

92.2 100.0 97.9 88.6 86.7 77.8

医療職（2）

医療職（3）

２号給(人)

比較的困難な業務を行う医療技師 困難な業務を行う医療技師

比較的困難な業務を行う准看護師 困難な業務を行う准看護師

技能又は経験を必要とする技能
労務職員

相当の技能又は経験を必要とす
る技能労務職員

前年度

職　　員　　数　(Ａ)(人)
昇給に係る職員数(Ｂ)(人)

号給数別内訳
３号給(人)
４号給(人)
６号給(人)

比　率　(Ｂ)／(Ａ)　(％)

行政職（2）

医療職（1）

区　分

令和７年１月１日現在

令和６年１月１日現在

医療職（1） 医療職（2） 医療職（3） 行政職（1）

２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級

医長 部長 院長及び副院長 院長

困難な医療業務を行う医師 困難な医療業務を行う医長

相当高度の知識経験に基づき困
難な医療業務を行う医師

薬剤師 比較的困難な業務を行う薬剤師 困難な業務を行う薬剤師 相当困難な業務を行う薬剤師 薬局長又は薬局総括師長

相当困難な業務を行う医療技師 主任薬剤師
技師（技士）長又は
総括技師（技士）長

主任医療技師 副診療技術部長

看護師、保健師、助産師
比較的困難な業務を行う看護

師、保健師、助産師
主任看護師又は看護副師長 看護師長 看護部長又は副看護部長

困難な業務を行う看護師、保健
師、助産師

副看護部長 相当困難な業務を行う看護師長

相当困難な業務を行う准看護師
相当困難な業務を行う保健師、

助産師

主任 主査 副主幹 主幹 事務長、課長、課長補佐

主任の技能労務職又は高度の技
能又は経験を必要とする技能労

務職員

区　分

本年度

職　　員　　数　(Ａ)(人)
昇給に係る職員数(Ｂ)(人)

号給数別内訳

２号給(人)
３号給(人)
４号給(人)
６号給(人)

比　率　(Ｂ)／(Ａ)　(％)
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　(5) 特殊勤務手当       

医師 医療技術員 看護師 行政職 技能労務職 再任用職員 会計年度任用職員

3.6 0.2 2 0.01 0.1 0.3

6.3 28.7 31.1 9 3 2.1 19.8

研究手当 資格手当 夜間看護手当 研修参加手当 夜間看護手当 夜間看護手当 夜間看護手当

　(6) 期末手当・勤勉手当

(　)内は、再任用職員の標準的な支給率

　(7) 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区 分
退職時
特別昇給

備  考

支給率等 無 R6.1.1現在

一般会計の制度
(支給率等)

同　上 同　上

　(8) その他の手当

同　上

区　分 一般会計の制度との異同

同　上 同　上

24.586875 33.27075 47.709 47.709

同　上 同　上

差異の内容

有

4.5002.250

２０年勤続の者(月分) ２５年勤続の者(月分) ３５年勤続の者(月分) 最高限度(月分) そ の 他 の加算措置等

定年前早期退職者特例措置
(２～４５％加算)

(1.200)

通　勤　手　当 同 医療職給料表（一）適用者のみ上限延長

扶　養　手　当 同 -

住　居　手　当 同 -

(1.200) (2.400)

有
(2.350)

一般会計の制度
2.300 2.300 4.600

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 必須研修参加手当

前年度
2.250
(1.175) (1.175)

支給率計
職制上の段階、職務の級等による加算措置

区  分 全職種

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 ( ％ ) 6.21

支 給 対 象 職 員 の 比 率 ( ％ )
( 令 和 7 年 1 月 1 日 現 在 )

100.0

区  分
支給期別支給率

備  考
６月(月分) １２月(月分) (月分)

本年度
2.300 2.300 4.600

有
(1.200) (1.200) (2.400)
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(単位：千円)

期　間 金　額 期　間 金　額 企　業　債 国庫補助金 一般財源

給食調理業務委託 426,000 令和６年度 117,520
令和７年度から
令和８年度まで

限度額に同じ 全　額

医療情報システム
導入支援業務委託

17,160 令和６年度 9,680 令和７年度 限度額に同じ 全　額

病院機能評価に関する
業務委託

1,848 令和６年度 460 令和７年度 限度額に同じ 全　額

薬剤師修学資金貸付金 13,440 － －
令和７年度から
令和１０年度まで

限度額に同じ 全　額

債務負担行為に関する調書

事　項 限　度　額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支
払義務発生予定額

左の財源内訳
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(単位：千円)

１
(1)

イ 149,894
ロ 5,337,335

△ 2,159,748 3,177,587
ハ 247,501

△ 122,665 124,836
ニ 1,568,701

△ 1,161,222 407,479
ホ 19,210

△ 10,810 8,400
3,868,196

(2)
イ 0
ロ 168
ハ 45,650

45,818
(3)

イ 230,000
ロ 1,410,060
ハ 3,360

1,643,420
5,557,434

２
(1) 354,247
(2) 541,140
(3) 25,000
(4) 0

920,387
6,477,821

シ ス テ ム 開 発 費
無 形 固 定 資 産 合 計
投 資 そ の 他 の 資 産

定 期 預 金

投資その他の資産合計
固 定 資 産 合 計

流 動 資 産
現 金 預 金
未 収 金
貯 蔵 品
立 替 金
流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計
無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権
水 道 加 入 権

長 期 貸 付 金

減 価 償 却 累 計 額

令和7年度　国東市民病院事業特別会計予定貸借対照表
(令和8年3月31日)

資　産　の　部

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

土 地
建 物
減 価 償 却 累 計 額
構 築 物
減 価 償 却 累 計 額
器 械 備 品

長 期 運 用 委 託 金

車 両
減 価 償 却 累 計 額
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(単位：千円)

３
(1)

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,850,699
1,850,699

(2)
イ 退職給付引当金 1,125,619

1,125,619
2,976,318

４
(1)

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 189,980
189,980

(2) 198,322
(3) 1,678
(4) 30,000
(5)

イ 167,380
ロ 34,260

201,640
621,620

５
1,990,740

△ 738,267
1,252,473
4,850,411

法 定 福 利 費 引 当 金
引 当 金 合 計
流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額
繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

賞 与 引 当 金

企 業 債 合 計
引 当 金

引 当 金 合 計
固 定 負 債 合 計

流 動 負 債
企 業 債

企 業 債 合 計
未 払 金
未 払 消 費 税
預 り 金
引 当 金

企 業 債

負　債　の　部

固 定 負 債
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(単位：千円)

６
(1) 3,024,777

3,024,777

７
(1)

イ 2,652
2,652

(2)
イ 建設改良積立金 9,158
ロ 当年度未処理欠損金 1,409,177

△ 1,400,019
△ 1,397,367

1,627,410
6,477,821

剰 余 金 合 計
資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

剰 余 金
資 本 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金
資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 金 合 計

資　本　の　部

資 本 金
自 己 資 本 金
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(消費税抜き)(単位：千円)
１

(1) 2,695,188
(2) 735,418
(3) 131,200 3,561,806

２
(1) 2,628,287
(2) 571,184
(3) 655,137
(4) 325,120
(5) 4,675
(6) 7,416 4,191,819

 630,013

３
(1) 2,692
(2) 156,969
(3) 5,276
(4) 33,886
(5) 70,811
(6) 210,016
(7) 7,834 487,484

４
(1) 19,329
(2) 0
(3) 12,000
(4) 117,519 148,848 338,636

５ 付帯事業訪問看護ステーション収益
(1) 63,000
(2) 637 63,637

６ 付帯事業訪問看護ステーション費用
(1) 69,754 69,754  6,117

そ の 他 医 業 収 益

令和６年度　国東市民病院事業特別会計予定損益計算書
(令和6年4月1日から令和7年3月31日まで)

医 業 収 益
入 院 収 益
外 来 収 益

国 （ 県 ） 補 助 金

医 業 費 用
給 与 費
材 料 費
経 費
減 価 償 却 費
資 産 減 耗 費
研 究 研 修 費

医 業 損 失

医 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金
他 会 計 負 担 金

給 与 費

他 会 計 補 助 金
長 期 前 受 金 戻 入
資 本 費 繰 入 収 益
そ の 他 医 業 外 収 益

医 業 外 費 用
支払利息及び企業債取扱諸費
そ の 他 医 業 外 費 用
消 費 税
雑 支 出

訪 問 看 護 収 益
そ の 他 事 業 収 益
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７ 付帯事業居宅介護保険センター収益
(1) 3,300 3,300

８ 付帯事業居宅介護保険センター費用
(1) 9,181 9,181  5,881

 303,375

９
(1) 0
(2) 7,130 7,130

１０
(1) 0
(2) 0 0 7,130

１１
(1) 10,000 10,000  10,000

 306,245
 786,363

16,103
 1,076,505

居 宅 介 護 支 援 収 益

給 与 費

経 常 損 失

特 別 利 益
過 年 度 損 益 修 正 益
退 職 手 当 引 当 金 戻 入

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損
不 納 欠 損 金

予 備 費
予 備 費

当 年 度 純 損 失
前 年 度 繰 越 欠 損 金
その他未処分利益剰余金変動額
当 年 度 未 処 理 欠 損 金
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(単位：千円)

１
(1)

イ 149,894
ロ 5,285,336

△ 2,043,332 3,242,004
ハ 247,501

△ 118,130 129,371
ニ 1,469,882

△ 1,082,494 387,388
ホ 17,182

△ 9,247 7,935
ト

3,916,592
(2)

イ 0
ロ 198
ハ 45,797

45,995
(3)

イ 230,000
ロ 2,000,000

2,230,000
6,192,587

２
(1) 185,075
(2) 555,000
(3) 20,000
(4) 0

760,075
6,952,662

投資その他の資産合計
固 定 資 産 合 計

流 動 資 産
現 金 預 金
未 収 金
貯 蔵 品
立 替 金
流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

長 期 運 用 委 託 金

車 両
減 価 償 却 累 計 額
建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計
無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権
水 道 加 入 権
シ ス テ ム 開 発 費

無 形 固 定 資 産 合 計
投 資 そ の 他 の 資 産

定 期 預 金

減 価 償 却 累 計 額

令和6年度　国東市民病院事業特別会計予定貸借対照表
(令和7年3月31日)

資　産　の　部

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

土 地
建 物
減 価 償 却 累 計 額
構 築 物
減 価 償 却 累 計 額
器 械 備 品
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(単位：千円)

３
(1)

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,877,979
1,877,979

(2)
イ 退職給付引当金 1,188,522

1,188,522
3,066,501

４
(1)

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 196,408
196,408

(2) 158,080
(3) 1,678
(4) 30,000
(5)

イ 161,560
ロ 31,710

193,270
579,436

５
1,987,990

△ 665,427
1,322,563
4,968,500

法 定 福 利 費 引 当 金
引 当 金 合 計
流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額
繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

賞 与 引 当 金

企 業 債 合 計
引 当 金

引 当 金 合 計
固 定 負 債 合 計

流 動 負 債
企 業 債

企 業 債 合 計
未 払 金
未 払 消 費 税
預 り 金
引 当 金

企 業 債

負　債　の　部

固 定 負 債
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(単位：千円)

６
(1) 3,024,777

3,024,777

７
(1)

イ 2,652
2,652

(2)
イ 建設改良積立金 33,238
ロ 当年度未処理欠損金 1,076,505

△ 1,043,267
△ 1,040,615

1,984,162
6,952,662

剰 余 金 合 計
資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

剰 余 金
資 本 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金
資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 金 合 計

資　本　の　部

資 本 金
自 己 資 本 金
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注記

Ⅰ 重要な会計方針

　平成２６年度より、地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

１ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

・減価償却の方法は定額法による。

・主な耐用年数

　　建物　　　　　　　　３９～５０年

　　構築物　　　　　　　１０～６０年

　　器械備品　　　　　　５～１５年

　　車両　　　　　　　　　　　５年

(2) 無形固定資産

・減価償却の方法は定額法による。

　　電話加入権　　　　　　　　２０年

　　水道加入権　　　　　　　　２０年

　　システム開発費　　　　　　５～１０年

(3) 重要なリース取引の処理方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている｡
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２ 引当金の計上方法

(1) 退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する額を計上している。

また、大分県退職手当組合への積立過不足額も含めて計上している。

(2) 賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を

計上している。

(3) 法定福利費引当金

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の

負担に属する額を計上している。

３ その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ 予定貸借対照表等に関する注記

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、

他会計が負担すると見込まれる額は１，０５５，９００千円である。
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収益的収入及び支出
収　　入

(単位：千円)

金　額
1 4,183,500 4,175,660 7,840

1 医業収益 3,659,754 3,594,958 64,796
1 入院収益 2,786,045 2,653,405 132,640 1 入院収益 2,786,045 一般病床

診療実日数（日） 365
１日平均入院患者数（人） 82
年延入院患者数（人） 29,930
患者１人１日当り診療収入（円） 54,300
年間診療収入 1,625,199

地域包括ケア病床
診療実日数（日） 365
１日平均入院患者数（人） 42
年延入院患者数（人） 15,330
患者１人１日当り診療収入（円） 35,700
年間診療収入 547,281

回復期リハビリ病床
診療実日数（日） 365
１日平均入院患者数（人） 41
年延入院患者数（人） 14,965
患者１人１日当り診療収入（円） 41,000
年間診療収入 613,565

令和７年度　国東市民病院事業特別会計予算実施計画明細書

款　　項 目 本年度 前年度 比較
節

説　明
区　分

病院事業収益
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(単位：千円)

金　額
2 外来収益 727,909 797,763 △ 69,854 1 外来収益 727,909 医科

診療実日数（日） 242
１日平均入院患者数（人） 242
年延入院患者数（人） 58,564
患者１人１日当り診療収入（円） 12,160
年間診療収入 712,138

歯科
診療実日数（日） 242
１日平均入院患者数（人） 10
年延入院患者数（人） 2,420
患者１人１日当り診療収入（円） 6,500
年間診療収入 15,730

移動診療
年間診療収入 41

3 その他医業収益 145,800 143,790 2,010 1 室料差額収益 23,500 特別個室・普通個室料金 23,500
2 公衆衛生活動収益 109,000 健康診断料

企業健診 6,700
人間ドック（一般） 5,300
人間ドック（共済） 25,700
人間ドック（国保） 35,000
人間ドック（協会けんぽ） 19,300
特定健診ほか 1,000

予防接種・心臓・乳幼児健診ほか 16,000
3 その他医業収益 13,300 診断書料 6,700

介護保険主治医意見書ほか 2,640
おむつ代・消耗品他 1,560
その他 2,400

比較
節

説　明
区　分

款　　項 目 本年度 前年度
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(単位：千円)

金　額
2 医業外収益 395,843 473,001 △ 77,158

1 受取利息及び配
当金

3,596 1,551 2,045 1 預金利息 3,596 長期運用委託金運用利息他 3,596

2 他会計負担金 153,317 141,553 11,764 1 他会計負担金 153,317 一般会計繰入金 153,317
3 国（県）補助金 4,746 4,746 0 1 国（県）補助金 4,746 へき地医療拠点病院運営費補助金 4,324

新人看護職員等研修費補助金 422
4 他会計補助金 33,950 35,224 △ 1,274 1 他会計補助金 33,950 救急医療施設運営費補助金 31,230

国保特別調整交付金
（救急患者受入体制）

2,550

国保保健事業補助金
（健康管理事業）

170

5 長期前受金戻入 72,839 70,811 2,028 1 長期前受金戻入 72,839 長期前受金戻入 72,839
6 資本費繰入収益 116,785 210,536 △ 93,751 1 資本費繰入収益 116,785 一般会計繰入金（企業債元金） 116,785
8 その他医業外収益 10,610 8,580 2,030 1 その他医業外収益 9,510 院内保育貸付料 1,200

職員住宅家賃 1,800
入院セット手数料 1,080
自動販売機使用料 840
施設使用料 600
各実習受入謝金 1,150
その他 2,840

2 院内保育料 1,100 病児・病後児保育給食負担金 1,100
3 61,700 63,700 △ 2,000

1 訪問看護収益 61,000 63,000 △ 2,000 1 訪問看護収益 61,000 医療保険分 26,000
介護保険分 35,000

2 その他事業収益 700 700 0 2 その他事業収益 700 文書料・燃料代他 700
4 3,300 3,300 0

1 居宅介護支援収益 3,300 3,300 0 1 居宅介護支援収益 3,300 居宅介護支援収入 3,300
5 特別利益 62,903 40,701 22,202

2 過年度損益修正益 62,903 40,701 22,202 2 退職手当引当金戻入 62,903 退職手当引当金戻入 62,903

比較

付帯事業
訪問看護
ｽﾃｰｼｮﾝ収益

付帯事業
居宅介護保
険ｾﾝﾀｰ収益

節
説　明

区　分
款　　項 目 本年度 前年度
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支　　出
(単位：千円)

金　額
1 4,536,894 4,567,571 △ 30,677

1 医業費用 4,403,091 4,432,085 △ 28,994
1 給与費 2,675,310 2,668,270 7,040 1 給料 1,203,640 事業管理者　　　　　1名 10,800

医　　　師　　　　 22名 174,520
看護師（正）　　　101名 388,210
医療技術員　　　　 92名 338,270
事務職員　　　　　 30名 119,870
技能労務職　　　 　 8名 24,010
再任用職員　　　　　6名 14,570
会計年度任用職員　 65名 133,390
合計　　　　　　　325名

2 手当 687,190 扶養手当 24,080
住居手当 10,840
通勤手当 39,110
時間外勤務手当 63,480
児童手当 21,260
期末勤勉手当 317,700
特殊勤務手当 143,140
宿日直手当 17,120
夜間勤務手当 14,800
管理職手当 14,220
その他手当 21,440

3 賞与引当金繰入額 162,170 賞与引当金繰入 162,170
5 法定福利費 505,140 職員共済組合負担金 322,890

職員共済組合追加費用 13,390
退職手当組合負担金 150,370
雇用保険料・労災保険 4,320
社会保険料 14,170

6 法定福利費引当
金繰入額

33,170 法定福利引当金繰入額 33,170

7 報酬 84,000 非常勤嘱託医師に係る報酬 84,000
2 材料費 672,200 668,680 3,520 1 薬品費 250,000 内服・外用薬 49,000

注射薬 194,000
血液 7,000

病院事業費用

比較
節

款　　項 目 本年度 前年度 説　明
区　分
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(単位：千円)

金　額
2 診療材料費 413,200 診療材料（一般） 155,700

診療材料（整形関連） 249,000
診療材料（歯科関連） 2,500
医療ガス 6,000

4 医療消耗備品費 9,000 各診療科医療消耗器具 9,000
3 経費 826,190 760,950 65,240 1 厚生福利費 6,860 職員団体生命共済負担金 610

総合健診負担金（共済組合） 4,000
B型肝炎予防接種ほか 2,150
特定健診負担金 100

3 旅費交通費 8,920 赴任・帰任旅費 700
嘱託・招聘医師旅費 7,000
職員一般旅費 300
その他 920

4 職員被服費 3,820 医師・技術職・事務職員等 3,820
5 消耗品費 35,210 一般消耗品・事務用品等 35,210
6 消耗備品費 12,090 事務・管理用具等 12,090
7 光熱水費 98,670 電気料 90,850

上下水道使用料 7,820
8 燃料費 14,700 A重油燃料 10,800

公用車ガソリン代等 3,900
9 食糧費 300 食糧費 300
10 印刷製本費 5,730 各種伝票・広報紙印刷代他 5,730
11 修繕料 86,140 施設設備・医療機器の修理他 86,140
14 保険料 4,620 病院賠償責任保険料 2,900

建物災害共済 420
公有車共済保険 260
公有車自賠責保険 130
その他 910

15 賃借料 76,110 在宅酸素ほか 21,480
医療機器リース 12,800
診察衣・検診衣他 17,220
基準寝具 8,200
図書（電子書籍） 2,730
派遣看護師宿舎賃料 1,220
その他 12,460

款　　項 目 本年度 前年度 比較
節

説　明
区　分
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(単位：千円)

金　額
16 委託料 458,070 医療情報システム保守料 61,430

レントゲン装置保守料 40,920
遠隔画像診断管理 11,610
外注検査委託料 16,270
歯科技工委託料 3,400
院内清掃業務委託料 31,420
廃棄物処理業務委託料 4,000
施設・設備管理業務委託料 31,530
当直警備業務委託料 20,270
栄養科業務委託料 126,000
障がい者雇用業務委託料 6,000
派遣看護師等業務委託料 38,600
準夜勤務看護助手業務委託料 21,800
薬剤師業務委託料 3,470
医療情報システム導入支援 6,160
病院機能評価業務委託 1,220
LED照明改修工事設計業務 7,700
その他 26,270

17 通信運搬費 7,040 郵送料 1,840
電話料（携帯電話含む） 3,530
インターネット利用経費 1,010
その他 660

18 諸会費 2,800 医師会・全自病他会費及び負担金 2,800
19 交際費 1,000 管理者交際費 1,000
20 雑費 4,110 各種各手数料ほか 4,110

4 減価償却費 217,821 325,695 △ 107,874 1 建物減価償却費 116,417 建物減価償却費 116,417
2 構築物減価償却
費

4,536 構築物減価償却費 4,536

3 器械備品減価償
却費

78,728 器械備品減価償却費 78,728

4 車両減価償却費 1,563 車両減価償却費 1,563
6 水道加入権減価
償却費

30 水道加入権減価償却費 30

7 システム開発費
減価償却費

16,547 システム開発費減価償却費 16,547

5 資産減耗費 400 400 0 2 棚卸資産減耗費 400 たな卸資産減耗費 400

款　　項 目 本年度 前年度 比較
節

説　明
区　分
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(単位：千円)

金　額
6 研究研修費 11,170 8,090 3,080 3 旅費 5,540 職員の研修に係る旅費 5,540

4 研究雑費 5,630 各研修会・学会に係る参加費等 5,630
2 医業外費用 44,573 37,706 6,867

1 支払利息及び企
業債取扱諸費

15,648 19,203 △ 3,555 1 企業債利息 15,648 企業債償還に係る利息 15,648

5 消費税 12,000 12,000 0 1 公課費 12,000 消費税ほか公課費 12,000
6 雑支出 16,925 6,503 10,422 1 その他雑支出 16,925 4条資本的支出に係る消費税 16,925

3 68,980 77,810 △ 8,830

1 給与費 68,980 77,810 △ 8,830 1 給料 35,230 事務1名・看護師3名（兼務） 35,230
理学療法士2名・作業療法士2名

会計年度任用職員4名
2 手当 14,350 期末勤勉手当 9,210

通勤手当他 5,140
3 賞与引当金繰入額 4,520 賞与引当金繰入額 4,520
4 法定福利費 13,940 職員共済組合 8,450

共済追加費用 400
退職手当組合負担金 4,080
社会保険料ほか 1,010

5 法定福利引当金
繰入額

940 法定福利引当金繰入額 940

4 10,250 9,970 280

1 給与費 10,250 9,970 280 1 給料 4,690 看護師1名兼務 4,690
2 手当 2,650 期末勤勉手当 1,360

通勤手当他 1,290
3 賞与引当金繰入額 690 賞与引当金繰入額 690
4 法定福利費 2,070 職員共済組合 1,430

退職手当組合負担金ほか 640
5 法定福利引当金
繰入額

150 法定福利引当金繰入額 150

6 予備費 10,000 10,000 0
1 予備費 10,000 10,000 0 1 予備費 10,000 予備費 10,000

款　　項 比較目 本年度 前年度
節

説　明
区　分

付帯事業
訪問看護
ｽﾃｰｼｮﾝ費用

付帯事業
居宅介護保
険ｾﾝﾀｰ費用
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資本的収入及び支出
収　　入

(単位：千円)

金　額
1 165,450 50,250 115,200

1 企業債 162,700 47,500 115,200
1 企業債 162,700 47,500 115,200 1 企業債 162,700 病院事業債 81,400

過疎対策事業債 81,300
4 他会計補助金 2,750 2,750 0

1 他会計補助金 2,750 2,750 0 1 他会計補助金 2,750 国保調整交付金 2,750
支　　出

(単位：千円)

金　額
1 405,940 446,808 △ 40,868

1 建設改良費 186,172 71,526 114,646
1 建物建設費 57,200 0 57,200 1 建物改修工事費 57,200 建物改修工事費 57,200
2 器械備品購入費 108,702 56,904 51,798 1 器械備品購入費 108,702 医療機器等購入費 108,702
3 車両購入費 2,230 1,356 874 1 車両購入費 2,230 公用車購入費 2,230
4 システム開発費 18,040 13,266 4,774 1 システム開発費 18,040 システム改修費 18,040

2  企業債償還金 196,408 370,282 △ 173,874
1 企業債償還金 196,408 370,282 △ 173,874 1 企業債償還金 196,408 企業債償還元金 196,408

3 投資 3,360 0 3,360
1 長期貸付金 3,360 0 3,360 1 長期貸付金 3,360 薬剤師修学資金貸付金 3,360

4 予備費 20,000 5,000 15,000
1 予備費 20,000 5,000 15,000 1 予備費 20,000 予備費 20,000

区　分

比較
節

本年度 前年度

本年度 前年度

説　明

説　明比較
節

区　分
資本的支出

款　　項 目

資本的収入

款　　項 目
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